
トラック協会の取組紹介について

公益社団法人 北海道トラック協会

資料５



トラックレポート北海道令和４年５月号【別冊】
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ドライバー等に関する助成制度

助成名 助成額等 助成概要等

対象
期間
起
至

頁

各種免許取得助成

・大型

・中型・準中型・けん引

・フォークリフト

助成額(上限)

100,000円

50,000円

5,000円

従業員の大型免許・中型免許・準中型・けん

引・フォークリフト免許（陸災防が主催する技

能講習受講により取得した免許のみ）の取

得に係る費用の一部を助成します。

4/1

～

3/24

5

運転者適性診断受診料助成

・一般診断

・一般診断_カウンセリング付

※ 初任診断・適齢診断

助成額 （受診料）

1,400円 （2,400円）

1,400円 （4,800円）

2,800円 （4,800円）

自動車事故対策機構等道内の指定機関が

実施する運転適性診断の受診料の一部を助

成します。

※ 初任診断は義務診断のみ助成

4/1

～

3/21

10

ドライバー健康診断受診料助成

・定期健康診断

・深夜業健康診断

助成額

1,400円

1,400円

会員が所属するドライバーに助成要件を満

たす健康診断を受診させた場合に受診料の

一部を助成します。

4/1

～

2/28

11

運行管理者一般講習受講料助成

助成額 （通常料金）

2,200円（3,200円）

運行管理者一般講習の受講料の一部を助

成します。

4/1

～

3/21

15

整備管理者選任後研修受講料助成

助成額

1,000円

整備管理者選任後研修の受講料の一部を

助成します。

4/1

～

3/21

15

運転経歴証明書交付手数料助成

助成額（通常料金）

220円 （670円）

自動車安全運転センターが発行する運転記

録証明書等の運転経歴に係る手数料の一

部を助成します。

4/1

～

3/10

16

中小企業大学校旭川校受講料助成

・全講座

助成額

受講料の2/3

中小企業大学校旭川校が実施する講座の

受講料の一部を助成します

4/1

～

3/1

18

睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）

・スクリーニング検査助成

・1次・2次検査費用

助成額（上限）

1次検査 500円

2次検査 2,000円

睡眠時無呼吸症候群（SAS）の早期発見･早

期治療を目的とした「スクリーニング検査」費

用の一部を助成します。

4/1

～

12/31

22

安全教育訓練受講料助成

・一般運転者講習

・初任運転者講習

・添乗・指導管理者研修

助成額

全額助成

一部助成

全額助成

苫小牧ドライビングスクール、釧路自動車学

校、及び道外の安全運転研修施設が行う安

全教育訓練の受講料を助成します。

※ 基本１講座につき１会員４名まで

4/1

～

3/3

28

血圧計導入促進助成

助成額（上限）

50,000円

乗務前点呼における血圧測定を推進し、高

機能な血圧計の普及を図るため、導入費用

の一部を助成します。

4/1

～

3/3

37

脳健診・心臓ドック受診促進助成

助成額（上限）

10,000円

会員が所属するドライバーに助成要件を満

たす脳健診及び心臓ドックを受診させた場合

に受診料の一部を助成します。

4/1

～

3/24

41

ﾁｬﾚﾝｼﾞ・ｾｰﾌﾃｨﾗﾘｰ北海道2022

参加費用助成

助成額 220円×人数

(通常料金)

670円×人数

チャレンジ・セーフティラリー北海道2022への

参加費用（１チーム３名または５名）の一部を

助成します。

5/1

～

6/30

44
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自動点呼支援器及びシステム等の導入費
用の一部を助成します。

点呼支援機器等導入促進助成 助成額（上限）

100,000円

経営に関する助成制度

助成名 助成額等 助成概要等

対
象
期
間
起
至

頁

近代化基金融資

（一般） 利子補給率0.3％

物流施設の整備、人材確保や生産性向上の

ための設備投資、車両等の購入に係る融資

の利子を一部助成します。
4/1

～

3/15

45

（ポスト新長期等融資） 利子補給率0.3％

ポスト新長期規制等に適合する車両購入費

用に係る融資の利子を一部助成します。 46

信用保証協会保証料助成

助成額

保証料の支払額の全額

(上限60,000円、

災害特例200,000円）

金融機関から融資を受ける際に、信用保証

協会の保証を得るために支払った保証料の

一部を助成します。

4/1

～

3/20

49

グリーン経営認証制度促進助成

・新規

・更新

助成額

100,000円

70,000円

グリーン経営の認証取得または更新に要し

た費用の一部を助成します。

4/1

～

3/24

52

自家用燃料供給施設整備助成

・軽油タンクの新設

・軽油タンクの増設

助成額

1,000,000円

300,000円

軽油専用タンクの設置を伴う自家用燃料供

給施設の新設、増設又は増設を伴う代替の

導入費用の一部を助成します。

4/1

～

2/28

54

経営診断受診促進助成

① 総合的な経営診断

② 経 営 改 善 相 談

助成額(Gマーク事業所)

8万円（10万円）

2万円（3万円）

全ト協標準経営診断システムによる総合的

な経営診断及び経営改善相談料の一部を助

成します。

5/1

～

2/28

57

インターンシップ導入

促進支援助成

受入期間 助成額

3日間 90,000円

4日間 110,000円

5日間以上130,000円

少子高齢化に対応し、学生によるインターン

シップの受入れを実施する会員事業者に助

成金を交付します。

4/1

～

2/28

59

運転者職場環境良好度

認証制度取得促進助成

助成額

新規・更新ともに

40,000円

運転者職場環境良好度認証制度の取得また

は更新に要した費用の一部を助成します。

4/1

～

3/24

65

67
4/1

～

2/28
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車両に関する助成制度

助成名 助成額等 助成概要等

対象
期間
起
至

頁

アイドリングストップ支援機器

導入促進助成

助成額（上限）

40,000円

エアヒーター・車載バッテリー式冷房装置の

導入費用の一部を助成します。

4/1

～

3/3

69

安全装置等導入促進助成

・後方視野確認支援装置

・側方視野確認支援装置

・アルコールインターロック

・携帯型アルコ－ル検知器

(Gマーク認定事業所限定)

助成額（上限）

30,000円

30,000円

20,000円

20,000円

危険予測に効果があると思われる安全装置

等の普及を図るため、導入費用の一部を助

成します。 4/1

～

3/3

73

ドライブレコーダー機器

導入促進助成

・本体及び付属品

・車内カメラ単体

助成額（上限）

20,000円

10,000円

映像や走行データを記録する機器の導入費

用の一部を助成します。
4/1

～

3/3

78

環境対応車導入促進助成

天然ガス自動車（4ｔ）

天然ガス自動車（2ｔ）

ハイブリッド車（4ｔ）

ハイブリッド車（2ｔ）

天然ガス車（使用過程車改造）

電気自動車

助成額

100,000円

100,000円

340,000円

200,000円

100,000円

100,000円

天然ガス車及びハイブリッド車の購入費用

の一部を助成します。

国交省、全ト協、北ト協 ３者の協調助成です。

※ 助成条件・申請期限等がそれぞれ異な

るためご注意ください。

4/1

～

3/3

84

ＣＮＧ車燃料助成

天然ガス1㎥当たり

助成額

5円

天然ガス車が充填した燃料費の一部を助成

します。

4/１

～

3/21

86

ラッピングトラック施工料助成

会員1事業者につき1台

助成額（上限）

150,000円

ドライバーの事故防止意識高揚と地域社会

へのＰＲを目的とし、ラッピングトラック施工

料金の一部を助成します。
88

磁石式安全運転宣言者氏名板

作製助成 91

提出していただいた書類やその内容によっては、申請担当者へ確認のご連絡をさせてい
ただき、必要な場合は、別に書類の提出をお願いすることがございますのであらかじめ
ご了承ください。

申請担当者の方へ

令和３年度で事業終了

4/1

～

2/28
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（案） 
令和４年１１月  日 

 

会員事業者  各位 

 
（公社）北海道トラック協会 

                                会 長  工  藤  修  二 
（公印省略） 

 

0 円でカンタンに求人募集ができる採用管理サービス 

『Ａir ワーク採用管理』を活用した 

 

会員事業者向け 「無料採用ホームページ開設」 のご案内について 

 
 拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 
平素は当協会事業運営に格別なる御高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

  さて、ご承知のとおりトラックドライバーの労働環境は、全産業の平均値と比べ長時間

労働・低賃金の状況にあり、また、慢性的な人材不足と就労者の高齢化が進んでいること

から、ドライバーの労働環境を改善し人材の確保を図ることが急務となっています。 

 
この度、全日本トラック協会と都道府県トラック協会は、人材確保対策の一環として、

㈱リクルートと協働で全国的な「求人情報サイト」を構築することといたしました。 

 
現在、求職者の多くは、インターネット上で求人情報を検索する傾向にありますので、

各事業者にとって採用ホームページの開設は必須といえる時代ですが、ホームページの開

設には「多額の費用と手間がかかる」という声も多く聞かれるところです。 

 
本スキームでは、同社が提供する「Air ワーク採用管理」を利用し、会員事業者には最低

限の手間で無料採用ホームページの開設が可能であり、また、各社の求人情報が世界ナンバ

ーワンの求人検索エンジンである「Indeed（インディード）」に自動転載されるのが最大のメリ

ットでございます。 

 
つきましては、人材確保対策に係る本趣旨をご理解頂き、貴社採用ホームページの開設

にご協力を賜りたくお願い申し上げます。                                敬  具 

   追って、無料採用ホームページ開設の勧奨に 

『 ㈱リクルート 無料採用ホームページ開設事務局 』より 

ご連絡をさせていただきます。 
ご対応の程、どうぞよろしくお願い申し上げます。 
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（公社）北海道トラック協会

求人情報サイト全体イメージ

無料採用ホームページ制作のご案内

全日本トラック協会と都道府県トラック協会は、人材確保対策として全国的な求人情報
サイトを構築するため、株式会社リクルートと協働で、会員事業者の皆様に費用をかけ
ずに最小限の手間で採用ホームページを開設するツールを提供させていただきます。
㈱リクルートが無料で提供する「Airワーク採用管理」を利用し、トラック協会会員事業
者の皆様には同社の専任スタッフが採用ホームページ公開まで無償でサポート致します。
会員の皆様はAirワーク採用管理を『パソコンでもスマホ』でも、簡単に操作頂けます。

北海道トラック協会 会員事業者各位

国交省
トラガールサイト

全ト協 無料で採用HPを開設可能！

都道府県ト協

求人はindeedにも自動掲載！

この度、都道府県ト協にて、会員事業者さまの求人情報を取りまとめたサイトを開設
することとなりました。近年の求職者は、応募前に企業採用HPを見る傾向があります。
自社採用HPをお持ちでない会員事業者様はこの機会に無料で開設いただけます。

リンク

リンク

会員事業者
採用ホームページ

リ
ン
ク

1年以内に仕事探しをした人へのアンケート ※参考データ（リクルート社アンケートより）

求人広告で仕事を探す求職者の
8割は企業HPを閲覧し、その内の
6割は応募意欲が向上しています。

是非この機会に自社採用HPの開設
をご検討ください。

リクルートが開設サポート！

ランニングコスト一切なし！

本事業の4つのポイント

無料で
開設！

本サポートに関する詳しい説明は事業説明動画をご覧ください。
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会員事業者の本サポート事業への参画パターン

Airワーク採用管理で
開設している場合

｢採用HP作成サポート｣で、Air
ワーク採用管理を利用して採用
ＨＰを開設

｢採用HP作成サポート｣で、Air
ワーク採用管理を利用して採用
ＨＰを開設

別途｢採用HP作成サポート｣で、
Airワーク採用管理を利用して
採用ＨＰを開設

別途｢採用HP作成サポート｣で、
Airワーク採用管理を利用して
採用ＨＰを開設

既設採用ＨＰを都道府県ト協
ページへ登録する
(都道府県ト協ページからリンクを張る)

既設採用ＨＰを都道府県ト協
ページへ登録する
(都道府県ト協ページからリンクを張る)

現在開設しているAirワーク採用
管理の採用ＨＰを都道府県ト協
ページへ登録する
(都道府県ト協ページからリンクを張る)

現在開設しているAirワーク採用
管理の採用ＨＰを都道府県ト協
ページへ登録する
(都道府県ト協ページからリンクを張る)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

自社採用ＨＰを

未開設
の会員事業者

自社採用ＨＰを

既に開設
している会員事業者

Airワーク採用管理
以外で

開設している場合

参画パターン

B

全ト協HP内、北海道ト協求人情報ページへの登録申込Webフォーム

自社採用ホームページを北海道トラック協会の求人一覧ページに、リンクを設置できます。

下記の回答フォームにアクセスの上、項目に沿って必ずお申込ください。

無料採用ホームページ制作のご案内北海道トラック協会 会員事業者各位

※アクセスできない場合やご不明点がある場合は、北ト協の担当窓口（011-511-9784）までご連絡下さい。

→

▼登録申込Webフォーム（北海道トラック協会）

左記QRコードにスマホのカメラをかざしていただくか、

下記URLにアクセスいただくと、フォームからお申込が可能です。
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＜令和３年度 荷主対策広報事業 掲載実績＞

掲載誌 掲載サイズ 掲載日

日本経済新聞 5段 3.12.17

北海道新聞 ラテ欄（ﾓﾉｸﾛ） 4.12.17

日本経済新聞 5段 4.1.14

北海道新聞 TV欄下3段（ﾓﾉｸﾛ） 4.1.21

日本経済新聞 5段 4.1.28

北海道新聞 TV欄下3段（ﾓﾉｸﾛ） 4.2.4

日本経済新聞 5段 4.2.10

北海道新聞 TV欄下3段（ﾓﾉｸﾛ） 4.2.18

日本経済新聞 5段 4.2.28

北海道新聞 テレビ欄右上

北海道新聞 テレビ欄下（3段）
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北ト協業第１２６号 

令和４年１月１４日 

 トラック輸送を利用される 

        荷主の皆様へ 

 

公益社団法人北海道トラック協会 

    会長 工 藤 修 二 

[公印省略] 

 

燃料価格の高騰による荷主の皆様へのお願い 

 

平素はトラック運送業界に対しまして格別のご高配を賜り厚くお礼申し上

げます。 

トラック輸送は国民の生活と産業活動を支える基幹産業であり、そこで働く

トラックドライバーはエッセンシャルワーカーとして日々誇りと使命感を持

って業務に邁進しております。 

さて、近時マスコミ等で報じられておりますように日本経済は回復へ向かっ

ております。しかしながら原油価格が高騰し、その直撃を受けているのが我々

トラック運送事業者であります。燃料となる軽油は、前年同期比の上昇幅が１

リットル当たり３０円を超し、この上昇分を運賃に反映することができれば利

益の維持は可能ですが、同業他社との価格競争や荷主様との取引状況などもあ

り運賃の値上げが容易ではございません。 

このため燃料価格の高騰が利益を圧縮し、経営が極めて困難な状況となって

おります。 

つきましては、安全かつ安定した良質な輸送サービスの提供が途切れること

のないよう引き続き努力する所存でございますので、荷主の皆様におかれまし

てはトラック輸送産業における現下の厳しい窮状をご賢察いただき、当会員事

業者がお伺いした折には適正な運賃へのご理解を心よりお願い申し上げます。 

 

参考資料 

① 燃料（軽油）価格状況調査表 

 ② 軽油価格月別推移      

 

 

《問合せ先》 

 公益社団法人北海道トラック協会 業務部 ℡011-511-9784 

（北海道トラック協会調査） 
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（公社）北海道トラック協会

全道集計分（円/Ｌ）

項 目

月 別 最高 平均 最低 最高 平均 最低

平成20年4月 126.00 101.04 90.80 122.10 105.45 95.00 63.75 暫定税率17.1円期限切れ、翌月復活

平成20年8月 168.50 150.30 138.15 170.00 154.83 145.50 91.91

平成21年4月 95.00 79.30 73.47 111.80 84.32 76.09 29.45

平成21年10月 105.50 88.20 83.50 109.70 93.32 85.00 39.69

平成22年4月 105.00 96.77 91.20 123.30 102.64 95.00 46.42

平成22年10月 110.70 94.13 86.59 120.00 100.33 91.50 40.51

平成23年4月 121.20 114.40 106.00 135.00 120.09 110.00 58.35

平成23年10月 118.10 102.78 97.10 127.00 108.88 100.00 53.51

平成24年4月 126.50 116.68 106.02 145.40 123.94 111.00 65.74

平成24年10月 125.40 106.04 99.75 132.80 113.80 100.00 56.92

平成25年4月 132.80 115.82 106.55 143.30 123.36 109.00 67.13

平成25年10月 135.90 119.83 112.32 146.40 127.80 113.00 70.13

平成26年4月 140.10 123.80 115.80 147.50 131.18 117.00 70.49

平成26年10月 138.26 119.98 109.21 148.55 128.20 107.00 68.58

平成27年4月 110.00 93.64 83.00 128.60 102.79 90.80 42.28

平成27年10月 96.50 83.76 75.50 124.87 95.82 84.00 36.14

平成28年4月 85.00 75.24 68.00 107.60 83.85 73.70 25.86

平成28年10月 91.40 79.19 71.41 106.50 88.66 77.30 29.09

平成29年4月 97.50 89.43 82.00 131.00 98.91 87.50 37.61

平成29年10月 100.00 91.64 84.30 116.77 100.41 89.40 38.71

平成30年1月 109.21 100.51 93.50 128.10 109.49 96.90 45.65

平成30年2月 108.70 100.23 92.00 126.00 108.85 96.50 46.92

平成30年3月 107.00 98.48 91.50 125.95 107.72 96.50 44.73

平成30年4月 112.99 100.83 93.00 125.95 109.94 96.80 44.19

平成30年5月 116.77 106.65 98.00 134.59 115.44 100.00 48.46

平成30年6月 117.20 108.54 98.50 136.75 118.24 104.20 52.73

平成30年7月 117.53 108.63 100.50 136.80 118.38 104.20 53.42

平成30年8月 115.69 108.02 100.50 136.80 117.02 103.40 53.87

平成30年9月 120.01 111.18 105.30 140.32 119.95 106.30 53.12

平成30年10月 126.49 115.14 104.00 146.80 124.09 109.50 56.22

平成30年11月 126.17 109.26 99.49 146.50 119.11 104.20 58.10

平成30年12月 116.23 101.12 92.15 134.60 111.44 95.70 51.00

平成31年1月 107.60 98.41 92.15 134.60 107.75 93.50 43.09

平成31年2月 109.54 101.05 94.50 134.60 109.92 96.70 42.89

平成31年3月 112.88 103.07 96.80 131.35 112.35 99.90 45.81

平成31年4月 115.26 105.77 99.20 130.27 114.83 96.00 48.07

令和元年5月 128.65 106.77 99.50 130.00 115.79 100.00 50.98

令和元年6月 110.83 100.96 94.50 130.00 110.61 97.60 50.13

令和元年7月 110.83 100.70 94.00 133.00 110.19 97.00 45.72

令和元年8月 108.89 98.86 90.00 133.00 108.17 95.00 45.42

令和元年9月 109.50 99.50 91.60 133.00 109.32 93.00 43.12

令和元年10月 111.00 100.45 92.30 138.00 110.45 96.00 44.10

令和元年11月 112.18 101.97 93.10 138.00 111.61 94.00 44.41

令和元年12月 112.00 103.71 95.30 143.00 114.36 96.00 46.00

令和2年1月 115.00 106.22 98.00 143.00 116.21 98.00 48.32

令和2年2月 110.50 100.65 92.20 139.00 111.11 95.60 48.63

令和2年3月 104.00 88.26 75.44 130.00 100.38 80.94 42.44

令和2年4月 89.00 74.53 61.14 123.00 87.03 70.00 28.89

令和2年5月 86.00 71.24 58.00 113.00 83.15 68.60 16.78

令和2年6月 90.00 78.37 69.70 115.59 90.06 76.90 23.19

令和2年7月 96.00 82.50 72.50 117.79 93.49 74.00 30.89

令和2年8月 96.00 85.64 75.00 122.74 96.75 84.20 32.46

令和2年9月 96.00 85.70 78.00 122.74 96.93 83.20 33.58

令和2年10月 96.00 85.13 78.50 122.19 96.10 82.00 32.84

令和2年11月 97.00 84.88 77.70 122.19 94.99 82.00 32.39

令和2年12月 98.00 88.33 79.30 127.69 98.16 86.40 32.89

令和3年1月 101.80 91.64 76.00 131.54 101.46 89.50 36.23

令和3年2月 106.20 95.77 84.73 131.54 105.46 91.40 40.33

令和3年3月 111.30 101.68 91.10 132.09 111.25 98.00 46.12

令和3年4月 112.40 101.55 93.70 131.54 111.79 99.00 50.91

令和3年5月 114.80 103.39 94.40 126.85 113.02 100.90 51.75

令和3年6月 118.50 106.80 96.60 131.34 116.26 104.40 54.57

令和3年7月 119.99 109.85 101.60 134.84 119.13 105.00 59.14

令和3年8月 120.00 108.22 99.00 133.74 117.40 105.00 58.56

令和3年9月 120.00 109.31 101.00 136.49 118.45 105.00 57.21

令和3年10月 135.39 117.01 105.60 147.49 125.19 113.30 53.82

 ※ CIF価格：日本への入着価格で、産油国で石油を船積みする時の価格に保険料、運賃が加算された価格

ローリー買 スタンド買
CIF価格 備考

燃 料 （軽 油） 価 格 状 況 調 査 表
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